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「ベトナム・日本の地域協力フォーラム」参加報告 

一般調査報告書 

 

2025 年 11 月 25 日、ハロン湾で有名な東北ベトナムのクアンニン省において、日本とベトナムのパートナー

シップが「アジアと世界における平和と繁栄のための包括的戦略的パートナーシップ」に格上げされて以降、初

の地方間協力フォーラムである「ベトナム・日本の地域協力フォーラム」が開催されました。このフォーラムは、両

国の中央政府間で築かれてきたこのパートナーシップを土台に、地方レベルでの実務協力を制度化・恒常化

することを目指す試みです。本レポートでは、本フォーラムの参加報告を行うとともに、フォーラムの成果や今後

の両国の官民双方の協力機会について整理します。 

 

１ フォーラムの開催目的と背景 

2023 年に日本とベトナムの外交関係が全面的な「包括的戦略的パートナーシップ」へと格上げされて以来、両

国は政治・経済・文化などあらゆる分野で協力関係を深めてきました。これを受けて、中央政府間の合意や取り決

めを地方自治体や民間企業を通じて現場で具体化する機運が高まっていました。そんな中、2025 年 4 月に石破

前首相がベトナムを訪問し、ファム・ミン・チン首相と行った共同記者会見において、2025 年末までにベトナム側

にて地域間協力フォーラムの開催に向けて積極的に調整していくことが合意され、この合意を具体化したものが、

今回の「ベトナム・日本の地域協力フォーラム」です。 

本フォーラムへは、ベトナム側として全国 34 省・市からの代表者、ファム・ミン・チン首相をはじめとする中央政

府関係者が、日本側として 16 の地方自治体が出席したとともに、両国から民間企業、経済団体、教育機関、投

資関係者、文化・観光関係者などを含む総勢約 800 名が出席しました。その中で、当センターも愛知県代表とし

て出席し、愛知県の産業基盤・技術力や名古屋市にある「STATION Ai」を紹介する機会をいただいたとともに、

地方の成長可能性のマッチング機会を探る視点で本フォーラム参加者との交流を行いました。 

２ フォーラムの詳細 

（１）開会式 

本フォーラムの冒頭で、チン首相は、「地方自治体や企業間の協力こそが、中央政府の合意を現場で機能さ

せるための実質的な基盤である。」と強調し、地方間協力による両国の持続可能な発展と相互利益の実現を訴

えました（図 1）。 

また、日本からは高市早苗首相からの「パートナーシップの格上げにより、こうした両国間の協力ますます発

展すると期待している。」といったメッセージを伊藤直樹駐ベトナム日本国大使が代読するとともに、伊藤大使か

らもベトナムにおける日系企業の有望な事業の紹介や、2045 年に先進国入りを目指すというベトナムの目標に

対して大使館として寄り添っていくという発言がありました（図 2）。一方で、ベトナムと日本企業との間で発生し

ている問題（ホーチミン地下鉄事業の日系企業に対する未払い問題や、ハノイ市内へのガソリン二輪車の乗り

入れ規制問題等）に対しては、ベトナム政府側へしっかりと対応をお願いしたいと、問題提起をされていました。 
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   図 1 ファム･ミン･チン首相のスピーチ         図 2 高市早苗首相のスピーチ（伊藤大使代読） 

（図 1、2 ともに筆者撮影） 

このほか、ヴ･ダイ･タン クアンニン省党委員会書記やレ･ホアイ･チュン ベトナム中央委員会書記兼外務大臣

など、中央政府や地方政府の VIP が挨拶に名を連ねており、ベトナムとして本フォーラムに対してかける意気込

みを感じました。 

（２）全体会合 

開会式の後、フォーラムの全体会合が行われました。全体会合では、ゴー･レ･ヴァン ベトナム外務副大臣の

冒頭挨拶から始まり、続いて日本側からの挨拶として、県知事として唯一出席した群馬県の山本一太知事を始

め、新潟県の鈴木康之副知事、山梨県の石寺敦一知事ほか、日越友好議員連盟の武部勤特別顧問が登壇し

ました（図 1 から 4）。 

日本側 3 県からは、それぞれの県の投資優位性やベトナム企業との連携事例などが紹介されたほか、ベトナ

ムの地方の産業資源、技術、人材や行政経験をベトナム側と共有したいという意欲が示されたほか、双方の強

みとニーズの重なりが確認され、特に産業投資、デジタル化、環境技術、人材育成などの分野で協力の余地が

大きいとの認識が共有されました。特に群馬県の山本知事からは、ベトナムから日本への具体的な投資事例と

して、ベトナム IT 大手の FPT が群馬県太田市に設置した「群馬モビリティ DX ハブ」が紹介され、群馬県とベト

ナムとの強い結びつきが示されていました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     図 3 山本群馬県知事のスピーチ              図 4 鈴木新潟県副知事のスピーチ 

（図 3、4 ともに筆者撮影） 
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   図 5 石寺山梨県副知事のスピーチ          図 6 武部日越友好議員連盟特別顧問のスピーチ 

（図 5、6 ともに筆者撮影） 

 

日本側の登壇の後は、ベトナムのフートー省、ザーライ省、ハイフォン市からもそれぞれの地方の特徴や投

資環境、重点的に進めたい事業領域等が紹介されました。今回登壇のあった 3 地域については、いずれも

7％から 12％程度の GRDP 成長率を誇っており、まさに成長の只中にあるといった印象でした。このベトナム３

地域の登壇では、ベトナム各地域における日本の自治体との連携についても詳しく紹介されたことから、実務協

力を念頭に置いた「行動につながる」対話の基盤が作られた点が、本フォーラムの成果であると評価できます。 

（３）個別セッション 

全体会合の後は、分野を限定した個別セッションが 4 つ開催されました。セッション 1･2 と 3･4 は並行して実

施されたため全てのセッションには参加できませんでしたが、愛知県にとってより重要と考えられるセッション 1

「地方の力を共鳴、繁栄の好循環を築く：貿易・投資、質の高い農業、人材」と、セッション 3「ベトナム・日本にお

ける地方のイノベーション知恵を結集し、価値を高め、デジタル未来を創造する」に参加しました。各セッション

では、ベトナム中央政府等からの発表に加え、愛知県を含む複数の日本・ベトナムの地方自治体や民間企業を

交えたパネルディスカッションが行われ、両国の地方の実情についての意見交換がなされました。 

その中で特に愛知県にとって意義深いと考えられる、ベトナムへの投資及び高付加価値産業、DX・スタート

アップ・イノベーション、人材育成について、セッションの内容を以下に整理します。 

①ベトナムへの投資及び高付加価値産業 

本セッションにおいては様々な観点からの意見が述べられていましたが、最も印象に残ったのは、ベトナ

ムの地方自治体の多くは、従来の労働集約型産業から脱却して、ハイテク産業、環境技術、GX（グリーント

ランスフォーメーション）、半導体、付加価値の高い製造業を誘致したいという意向が強いという点でした。ベ

トナムでは、以前は縫製品などの労働集約的な産業が多く、こうしたハイテク産業については ASEAN では

シンガポールやマレーシア、タイなどが進めている印象でした。しかしながら、近年は国を挙げた産業構造

の高度化を目指すことにより、労働コスト優位の産業からの脱却を達成して先進国入りを目指すという方向

性がより鮮明になってきています。まさにこのセッションではその大きな流れを感じ取ることができました。 

日本側の地方自治体・企業も、自らの技術力、製造基盤、品質管理力、環境対応技術などをベトナム地

方に展開する可能性を提示しました。特に、機械部品、電子部品、設備輸出、環境対応工場の設置、GX
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関連インフラといった分野において、相互利益が見込めるとの認識が共有されました。 

また、ベトナム側は投資環境の改善を進めており、行政の透明性、インフラ整備、法整備や規制緩和、投

資優遇措置などを含めて、日本企業・地方自治体からの参画を促す姿勢を示しています。ジェトロの「海外

進出日系企業実態調査」によると、ベトナムへの投資環境上のリスクとして、行政手続の煩雑さや法制度の

未整備・不透明な運用が常に上位に上がっているため、きちんとこうした日系企業を含む外国企業の要望

に向き合っていく姿勢が見えているのは、ポジティブな状況として受け止めたいと思います。 

②DX・スタートアップ・イノベーション 

①の投資の話の中で、とりわけ DX やスタートアップ、イノベーションについての話を強調するパネリストが

多かったように思えます。ベトナムの地方自治体の多くは、若い豊富な人的資源を背景に、地方でも情報通

信技術やソフトウェア、デジタルサービス、研究開発など、多様なイノベーション分野での協力余地があると

の共通認識が示されました。 

日本側からは、地方自治体がこれまで培ってきた地域振興と DX、IT インフラ整備、行政効率化、地域起

業支援のノウハウをベトナム地方と共有するような話題もあり、産官学連携や制度支援、人的ネットワーク構

築などによって、地方からのイノベーション拡大を図るアイデアが共有されました。 

なお、愛知県としては、セッション 3 にて愛知県の投資環境や強み、愛知県が実施しているスタートアッ

プ支援施策の紹介を行いました（図 7）。ベトナムにおいてはホーチミン市を筆頭にハノイ市やダナン市など

で有力なスタートアップが育ってきており、そうした活力ある海外のスタートアップを 2024 年 10 月に愛知県

名古屋市に開業したスタートアップ支援拠点「STATION Ai」へ誘引するため、STATION Ai の魅力を紹介し

たところ、セッション後に 2 社のベトナムスタートアップからお声掛けいただくことができました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 セッション 3 での愛知県のプレゼンテーションの様子 

 

③人材育成 

ベトナムは若年人口比率が高く、人的資源を豊富に持つ国ですが、一方で半導体、高度製造、環境技

術、DX・ICT に関連する技術人材は不足しているとのことでした。これに対し、日本側は職業訓練、研修、

技能実習、技術移転、人材育成プログラムによりベトナム人材の高度化に資する取組が可能であり、そうし

たベトナム人高度人材の日本での活躍や、帰国後のベトナム経済への貢献といった点で両国は相互に協
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力できるという認識が共有されました。特に、日本の地方自治体が持つ職業訓練機関や研修制度や高専に

高い関心が示されていました。 

愛知県は日本で最もベトナム人在留者が多く、その数は約 6.8 万人に及びます。現在でも製造業を中心

に人手不足が起こっている中で、こうしたベトナム高度人材の育成・活躍に関する取組が活発化することは、

愛知県にとっても非常に大きな意味をもつと考えられます。前述のように、高専などの日本の技術系人材育

成の取組に対するベトナム中央政府・地方政府からの期待は大きく、これからますます両国間での人材に

関する取組は活発になることが見込まれます。 

（４）地方自治体等による展示（観光、県産品の PR） 

会合と並行して、フォーラム会場の外では文化・産業交流を目的とした展示も行われ、日本・ベトナム双方の

地方自治体・企業が自身の強みや特徴の PR を行いました。愛知県では主に観光をベースにパンフレットの配

布を行うとともに、愛知県設楽町の関谷醸造株式会社の日本酒「空」、「可」の試飲を実施しました（図 8、9）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図 8 愛知県ブースの展示内容              図 9 愛知県ブースを紹介する筆者 

（図 8 は筆者、図 9 は他自治体担当者撮影） 

４ ベトナムの省・市別の特徴等 

本フォーラムで登壇した省や市の発言内容から、各省・市の特徴や現時点で投資を呼び込みたい分野につい

て簡単に整理しました（表 1）。今後、ベトナムへの進出を検討される際のご参考としていただけますと幸いです。 

省・市名 地理的位置・特徴 主な強み・産業構造 日本から投資を呼び込みたい分野 

クアンニン省 北東部、港湾 
戦略的な立地、港湾物流、ハロン湾

等の観光地、エンジニア人材 

GX・環境技術、港湾インフラ整

備、観光振興、技術移転、人材育

成 

ダナン市 
中部、港湾、国際空

港、観光 

港湾・空港などのインフラ、観光、IT、

豊富なスタートアップ、日本企業や自

治体との豊富な連携実績 

スマートシティ、IT・DX、観光振

興、スタートアップ振興 

ビンロン省 
南部、メコンデルタ

の中心 
農業、観光 製造業、食品加工、GX・環境技術 
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省・市名 地理的位置・特徴 主な強み・産業構造 日本から投資を呼び込みたい分野 

タインホア省 中北部 
戦略的な立地、港湾などのインフラ、

若い人材、円滑なビジネス環境 
人材育成、輸出向け製造業 

バクニン省 北部 
戦略的な立地、豊富なハイテク産業

企業 

DX、半導体、5G･6G モバイルイン

フラ、人材育成 

表 1 フォーラムに登壇したベトナム地方自治体の特徴等 

 

５ 本フォーラムの成果及び評価 

本フォーラムは単なる会議ではなく、新たな時代の「地方間実務協力のプラットフォーム」を立ち上げる画期的

な取組でした。本フォーラムを通じて提供された様々な情報によると、多くの分野で日本とベトナム双方にとっての

ニーズと強みが重なっており、今後の両国の地方間での協力余地は非常に大きいと考えられます。こうした認識

が両国間で具体性をもって共有されたことから、本フォーラムは今後の日本・ベトナムの地方間のより一層の連携

に向けて、非常に意味のあるイベントになったと評価できます。 

一方で、課題も多く残っています。ジェトロの調査で示されたように、行政手続の煩雑さや法制度の未整備・不

透明な運用というリスクは常につきまとっていますし、人材は多くいるものの、ハイレベル人材となるとその数は限

定的であるという点も課題です。こうした課題の解決に対しても、両国の地域間連携の進展がその一助となること

を期待します。 

 

６ おわりに 

  普段タイで日本の地方自治体職員と交流する機会が少ない私自身にとって、本フォーラムに参加されていた

日本の 16 の地方自治体の皆さんと各自治体の国際連携の施策について情報交換できたことも、とても有意義な

ものでした。自治体ごとにそれぞれ特色のある取組を実施しており、愛知県としても非常に勉強となる内容も多く

ありました。当センターとしてもベトナムを含めた ASEAN 及びインドへの愛知県企業様の進出をサポートする中で、

地方間の連携ということも念頭に置きながら、他の自治体の取組も踏まえて進めてまいりたいと思います。 
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